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第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

回次 
第35期 

第2四半期 
連結累計期間 

第36期 
第2四半期 

連結累計期間 
第35期 

会計期間 
自2018年10月1日 
至2019年3月31日 

自2019年10月1日 
至2020年3月31日 

自2018年10月1日 
至2019年9月30日 

売上高 （百万円） 36,633 38,958 74,373 

営業利益 （百万円） 2,879 1,970 4,405 

経常利益 （百万円） 2,661 2,368 3,841 

親会社株主に帰属する 

四半期（当期）純利益 
（百万円） 1,536 1,479 1,822 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 783 1,351 978 

純資産額 （百万円） 33,892 33,889 32,994 

総資産額 （百万円） 78,894 85,618 80,179 

1株当たり四半期（当期）純利益 （円） 82.72 81.86 98.93 

潜在株式調整後1株当たり 

四半期（当期）純利益 
（円） - - - 

自己資本比率 （％） 29.3 26.9 27.8 

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 1,744 1,574 4,922 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,687 △2,519 △4,889 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 931 3,156 △1,764 

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（百万円） 14,937 14,332 12,144 

 

回次
第35期

第2四半期
連結会計期間

第36期
第2四半期

連結会計期間

会計期間
自2019年1月1日
至2019年3月31日

自2020年1月1日
至2020年3月31日

1株当たり四半期純利益 （円） 53.84 55.22 

(注)1. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

2. 潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

3. 当社は、株式給付信託（J-ESOP）を導入しており、当該株式給付信託が所有する当社株式については、四半

期連結財務諸表において自己株式として計上しております。1株当たり四半期（当期）純利益の算定にあた

っては、当該株式数を自己株式に含めて普通株式の期中平均株式数を算定しております。

4. 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。
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2【事業の内容】

当第2四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。

なお、第1四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第4 経理の状況 1 

四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】

当第2四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による事業への影響は、新型コロナウイルス感染症の収束時期によ

り、大きく影響を受ける可能性があります。

 

2【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第2四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）経営成績の分析 

当社グループは、製薬企業の付加価値向上に貢献する独自の事業モデルであるPVC（Pharmaceutical Value 

Creator）を展開しております。CRO（医薬品開発支援）事業、CDMO（医薬品製剤開発・製造支援）事業、CSO

（医薬品営業支援）事業、ヘルスケア事業において、製薬企業の開発、製造、営業・マーケティングのバリュ

ーチェーンを広範に支援しております。また、IPM（Innovative Pharma Model）事業では、当社グループが保

有する製造販売業等の許認可（知的財産）とバリューチェーンを組み合わせた新たなビジネスソリューション

を製薬企業等に提供しております。 

 

医薬品業界においては、“患者により適した医療”の提供に向けて、革新的医薬品の創出が期待される一方

で、保険医療財政への影響から、費用対効果評価や保険外併用療養活用の検討など薬価制度の見直しが進んでお

り、医薬品産業は技術力や生産性の向上を通じて国際競争力のある産業構造へ転換することが求められていま

す。第四次産業革命と称される人工知能（AI）やIoTなどの新たなテクノロジーが社会全体に大きな変革をもた

らし、ヘルスケア分野においても医療のあり方や健康に対する個人の価値観が変化する中で、産官学民が連携し

て少子高齢化社会に対するイノベーションに取り組んでいます。 

2020年初頭から始まった新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大は、社会経済に多大なる影響を及ぼし

ており、先行きの不透明感が高まっております。改めて患者の生命維持に直結する医薬品開発の重要性が認識さ

れるとともに、海外依存度が高い医薬品原薬等の国内製造の促進が図られるなど医薬品の安定供給体制の確保が

求められております。 

 

当社グループは、この急速に変化する外部環境に迅速かつ柔軟に対応し、持続的な成長を実現するための取組

み「Project Phoenix」を推進しております。「Project Phoenix 3.0」では、製薬企業を全面的に支援する独自

の事業モデルPVCの展開をヘルスケア分野に拡大し、新たなビジネスの創出と生産性の向上に取り組んでおりま

す。また、2019年9月期を初年度とした中期計画（FY2019-2021）では、中長期的な企業価値向上の実現に向け

て、PVCモデルの加速、グローバル化の促進、ヘルスケアビジネスの創出を重点取組事項に掲げており、中期計

画の達成に向けて、グループ一丸となって諸施策を推進しております。 

当社グループはヘルスケア関連企業として、新型コロナウイルス感染症に対する有効な治療や予防手段の開発

支援に尽力することで、患者の早期回復に効果的な治療と医療システムの維持に貢献し、その使命を果たしてま

いります。 

 

[売上高及び営業利益] 

当第2四半期連結累計期間においては、新規ヘルスケアビジネスの創出など、中期計画の重要課題に取り組ん

でおります。一方、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、医療機関への訪問自粛やこれに伴う安全性情

報の回収遅延、学会及びセミナー中止等、営業活動の縮小を余儀なくされました。 

当第2四半期連結累計期間の売上高は、CDMO事業及びCSO事業が伸長したことにより38,958百万円（前年同期比

6.3％増）となりました。営業利益につきましては、CDMO事業及びCSO事業が改善したものの、CRO事業が減益と

なったこと等により1,970百万円（前年同期比31.6％減）と前年同期を下回りました。 

 

セグメント別の業績は以下のとおりです。 

なお、第1四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、前第2四半期連結累計期間の業

績及び前年同期比較につきましては、変更後の報告セグメントの区分のものに組み替えて表示しております。 
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＜CRO事業＞ 

                                                                                 （単位：百万円） 

 
前第2四半期 

連結累計期間 

当第2四半期 

連結累計期間 
増減額（増減率％） 

 売上高 18,797 17,898 △898（ △4.8） 

 営業利益又は営業損失（△） 4,143 2,930 △1,212（△29.3） 

 

当事業においては、主に製薬企業の医薬品開発支援に係る業務を行っております。 

当第2四半期連結累計期間においては、海外企業の日本市場参入や異業種のヘルスケア市場参入支援、バイ

オ医薬品や再生医療等製品など高度化する開発ニーズへの対応を促進するとともに、アジアにおける拠点拡

大に取り組んでおります。 

臨床業務においては、同一案件にグループの複数の事業が関与するPVC案件やデジタルを活用した最先端手

法を用いた臨床試験の受注強化、人材の専門性及び技術力向上に努めております。 

非臨床業務においては、国内及び米国ラボの連携を強化し、核酸医薬や再生医療など先端領域の創薬支援

に積極的に取り組んでおります。 

売上高につきましては、臨床業務において、開発案件の小型化・開発難易度の上昇等の影響を受け、受注

獲得の遅れや受託案件の中止・延期が発生したこと等により前年同期を下回りました。これに伴い臨床業務

における稼働率の低下、不採算プロジェクトの発生等により、営業利益につきましても前年同期を下回りま

した。 

 

＜CDMO事業＞ 

                                                                                  （単位：百万円） 

 
前第2四半期 

連結累計期間 

当第2四半期 

連結累計期間 
増減額（増減率％） 

 売上高 7,724 10,325 ＋2,601（＋33.7） 

 営業利益又は営業損失（△） △147 147 ＋294（  -   ） 

 

当事業においては、主に製薬企業の医薬品製剤開発・製造支援に係る業務を行っております。 

当第2四半期連結累計期間においては、製剤化検討から治験薬製造、商用生産まで、グローバルに展開する

医薬品製造のプラットフォームとして、技術力の更なる向上とローコスト生産体制の進展、戦略的な設備投

資を通じた競争力強化を図っております。 

売上高及び営業利益につきましては、米国において顧客の在庫調整による受託生産量の減少があったもの

の、国内における受託生産量の増加と、2019年6月に事業を開始したシミックCMO西根株式会社の寄与等によ

り、前年同期を上回りました。 

 

＜CSO事業＞ 

                                                                                  （単位：百万円） 

 
前第2四半期 

連結累計期間 

当第2四半期 

連結累計期間 
増減額（増減率％） 

 売上高 3,701 4,313 ＋611（＋16.5） 

 営業利益又は営業損失（△） △33 437 +471（  -   ） 

 

当事業においては、主に製薬企業の営業・マーケティング支援に係る業務を行っております。 

当第2四半期連結累計期間においては、MR（医薬情報担当者）派遣業務や関連する新たなサービスに加え、

メディカルアフェアーズ関連業務の営業活動を強化し、複数のコミュニケーションチャネルと多様なサービ

スを組み合わせた総合的なソリューションの提供を進めております。MR派遣業務における堅調な引き合いに

応じて、引き続き人材の確保に注力していきます。 

売上高及び営業利益につきましては、前期に獲得したMR派遣業務の案件が堅調に進捗し、稼働率が高い水

準で推移したこと等により、前年同期を上回りました。 
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＜ヘルスケア事業＞ 

                                                                                 （単位：百万円） 

 
前第2四半期 

連結累計期間 

当第2四半期 

連結累計期間 
増減額（増減率％） 

 売上高 4,903 4,892 △11（ △0.2） 

 営業利益又は営業損失（△） 579 262 △316（△54.6） 

 

当事業においては、SMO（治験施設支援機関）業務に加え、ヘルスケアサービスとして、主に医療機関や患

者、一般消費者の医療や健康維持・増進に係る業務を行っております。 

当第2四半期連結累計期間においては、SMO業務におけるがん領域の対応強化とともに新サービスの拡充を

進めております。また、電子お薬手帳「harmo」事業、自己検査サービス「SelCheck」の展開をはじめ、疾患

の早期発見や重症化予防に貢献するビジネスの創出に取り組んでおります。引き続き、SMO業務の新規受注確

保と、新規ヘルスケアビジネスの早期収益化を目指します。 

売上高につきましては、SMO業務及びヘルスケアサービスともに伸長したものの、BPO・人材サービスの一

部案件において業務量の減少があったことから、前年同期並みとなりました。営業利益につきましてはBPO・

人材サービスの売上の減少と、新たなヘルスケアビジネス創出のための先行投資を行っていることにより、

前年同期を下回りました。 

 

＜IPM事業＞ 

                                                                                 （単位：百万円） 

 
前第2四半期 

連結累計期間 

当第2四半期 

連結累計期間 
増減額（増減率％） 

 売上高 1,881 1,912 ＋30（＋1.6） 

 営業利益又は営業損失（△） △108 67 ＋175（  -  ） 

 

当事業は、当社グループが保有する製造販売業等の許認可（知的財産）とバリューチェーンを組み合わせ

た新たなビジネスソリューションを製薬企業等へ提供する事業であり、主にオーファンドラッグ（希少疾病

用医薬品）や診断薬等の開発及び販売に係る業務を行っております。 

自社開発品を含むオーファンドラッグ等の販売のほか、IPMプラットフォーム提供を通じた海外製薬企業の

日本市場進出支援や、製薬企業のビジネスモデル変化に応じた戦略オプションの提供等によるIPM事業の基盤

強化を進めております。特に昨今、海外製薬企業からのIPMプラットフォームの活用ニーズが高まっており、

複数案件が進捗しております。引き続き新しいビジネスソリューションの提供により、事業規模拡大と利益

確保に取り組んでいきます。 

売上高につきましては、前年同期並みとなりましたが、原価低減及び手数料収入の増加等の効果により、

営業黒字を計上いたしました。 

 

[経常利益] 

当第2四半期連結累計期間の経常利益は2,368百万円（前年同期比11.0％減）となりました。 

なお、営業外収益として持分法による投資利益等492百万円、営業外費用として支払利息等94百万円を計上し

ております。 

 

[親会社株主に帰属する四半期純利益] 

当第2四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純利益は1,479百万円（前年同期比3.7％減）となり

ました。 

なお、特別利益として固定資産売却益5百万円、特別損失として投資有価証券評価損及び固定資産除却損114

百万円、法人税等合計として674百万円及び非支配株主に帰属する四半期純利益として105百万円を計上してお

ります。 
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(2) 財政状態の分析 

資産、負債及び純資産の状況

当第2四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末比で5,438百万円増加し、85,618百万円

となりました。これは主に、現金及び預金、受取手形及び売掛金並びにCDMO事業等における有形固定資産等の

増加と投資有価証券等の減少によるものであります。 

負債合計は、前連結会計年度末比で4,543百万円増加し、51,729百万円となりました。これは主に、新型コロ

ナウイルス感染症の影響を見据えた資金確保のための金融機関からの借入金等の増加と未払法人税等と賞与引

当金等の減少によるものであります。 

純資産合計は、前連結会計年度末比で895百万円増加し、33,889百万円となりました。これは主に、利益剰余

金等の増加とその他有価証券評価差額金等の減少によるものであります。 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第2四半期連結累計期間の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末比で2,187百万円増加し、14,332百万

円となりました。 

 

当第2四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,574百万円の収入（前年同四半期連結累計期間：1,744百万円の

収入）となりました。これは、税金等調整前四半期純利益及び減価償却費による資金増加等と、法人税等の

支払い及び売上債権の増加による資金減少等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、2,519百万円の支出（前年同四半期連結累計期間：1,687百万円の

支出）となりました。これは、主にCDMO事業等における有形固定資産の取得による支出等によるものであり

ます。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、3,156百万円の収入（前年同四半期連結累計期間：931百万円の収

入）となりました。これは、主に新型コロナウイルス感染症の影響を見据えた資金確保のための短期借入れ

による収入、コマーシャル・ペーパーの発行、長期借入れによる収入等によるものであります。 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第2四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当社グループは、診断薬やオーファンドラッグ等の共同・自社開発や製剤技術開発を通じて、知的財産の蓄

積と新たな収益モデルの構築を目指すとともに、事業を通じた社会貢献を目指しております。

当第2四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は、160百万円であります。 

当第2四半期連結累計期間における主な研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

 

なお、持分法適用関連会社のシミックJSRバイオロジックス株式会社において、2014年に国立研究開発法人科

学技術振興機構（JST）の産学共同実用化開発事業「NexTEP」（2013年第2回募集）に採択された開発課題「多

重特異性抗体の設計、製造技術」の開発を行っておりましたが、2020年3月に終了いたしました。引き続き当社

グループではバイオ医薬品製造技術開発に関する取組みを進めてまいります。 

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因 

当第2四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更

はありません。
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(7) 受注の状況

受注実績

（単位：百万円）

報告セグメントの名称

前第2四半期連結累計期間 
（自 2018年10月1日 
至 2019年3月31日） 

当第2四半期連結累計期間 
（自 2019年10月1日 
至 2020年3月31日） 

前連結会計年度 
（自 2018年10月1日 
至 2019年9月30日） 

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

CRO事業 17,614 54,396 18,201 54,041 34,408 53,614 

CDMO事業 8,274 4,409 9,248 4,263 18,722 5,312 

CSO事業 5,302 4,863 4,077 3,786 8,688 4,022 

ヘルスケア事業 5,861 11,166 5,313 11,864 10,813 11,211 

合計 37,053 74,836 36,840 73,956 72,633 74,161 

（注）1. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

2. 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

3. CDMO事業の受注残高は確定注文を受けているもののみを計上しております。顧客から提示を受けている年間ベ

ースでの発注計画等は、確定注文とは異なりますので受注残高には含めておりません。

4. IPM事業は受託事業と業態が異なるため、受注実績から除外しております。

5. 第1四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、前第2四半期連結累計期間及び前連結会

計年度における受注高及び受注残高は、変更後の報告セグメントの区分のものに組み替えて算出しておりま

す。

 

3【経営上の重要な契約等】

当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 46,000,000

計 46,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第2四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
(2020年3月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(2020年5月12日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 18,923,569 18,923,569 
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株 

計 18,923,569 18,923,569 - - 

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

2020年1月1日～

2020年3月31日
- 18,923,569 - 3,087 - 7,655
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(5)【大株主の状況】

    2020年3月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

株式会社アルテミス 東京都渋谷区広尾3丁目8-8 4,022,200 22.03 

株式会社キースジャパン 山梨県北杜市小淵沢町10060-341 3,551,440 19.45 

シミックホールディングス従業員持株会 東京都港区芝浦1丁目1-1 666,755 3.65 

GOLDMAN, SACHS& CO. REG 

（常任代理人：ゴールドマン・サックス

証券） 

200 WEST STREET NEW YORK, NY, USA 

（東京都港区六本木6丁目10-1） 
651,908 3.57 

THE BANK OF NEW YORK - JASDECTREATY 

ACCOUNT 

（常任代理人：みずほ銀行） 

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN, 

1040 BRUSSELS, BELGIUM 

（東京都港区港南2丁目15-1） 

640,000 3.51 

中村 和男 東京都渋谷区 564,220 3.09 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都港区浜松町2丁目11-3 528,300 2.89 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海1丁目8-11 296,900 1.63 

PERSHING-DIV. OF DLJ SECS. CORP. 

（常任代理人：シティバンク、エヌ・エ

イ東京支店） 

ONE PERSHING PLAZA JERSEY CITY NEW 

JERSEY U.S.A. 

（東京都新宿区新宿6丁目27-30） 

289,931 1.59 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 

505103 

（常任代理人：みずほ銀行） 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 

U.S.A. 

（東京都港区港南2丁目15-1） 

255,897 1.40 

計 - 11,467,551 62.81 

（注）2019年10月24日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ダルトン・インベ

ストメンツ・エルエルシーより、当社として2019年10月17日付で以下の株式を所有している旨の報告を受け

ておりますが、2020年3月31日現在における実質所有株式数の確認ができていないため、上記「大株主の状

況」には反映しておりません。 

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株) 

株券等保有

割合(％)

ダルトン・インベストメンツ・ 

エルエルシー 

米国カリフォルニア州90404、サンタモニカ市、 

クロバーフィールド・ブルヴァード1601、 

スイート5050N 

1,767,400 9.34
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

        2020年3月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 666,900 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,180,900 181,809 － 

単元未満株式 普通株式 75,769 － － 

発行済株式総数   18,923,569 － － 

総株主の議決権   － 181,809 － 

（注）1. 「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には、株式給付信託（J-ESOP）が所有する当社株式171,000株は含ま

れておりません。

2. 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式11株が含まれております。 

 

②【自己株式等】

        2020年3月31日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シミックホールディン

グス株式会社 

東京都港区 

芝浦一丁目1番1号 
666,900 - 666,900 3.52 

計 - 666,900 - 666,900 3.52 

 

2【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第4【経理の状況】

1．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

2．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2四半期連結会計期間（2020年1月1日から2020年3

月31日まで）及び第2四半期連結累計期間（2019年10月1日から2020年3月31日まで）に係る四半期連結財務諸表に

ついて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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1【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 
(2019年9月30日) 

当第2四半期連結会計期間 
(2020年3月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 12,146 14,334 

受取手形及び売掛金 13,082 13,637 

商品及び製品 682 654 

仕掛品 4,074 3,952 

原材料及び貯蔵品 2,578 2,657 

その他 3,009 3,552 

貸倒引当金 △67 △69 

流動資産合計 35,506 38,718 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 13,471 14,252 

機械装置及び運搬具（純額） 9,848 10,647 

土地 6,425 6,424 

その他（純額） 4,004 5,283 

有形固定資産合計 33,750 36,607 

無形固定資産    

のれん 237 87 

その他 1,338 1,406 

無形固定資産合計 1,575 1,493 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,007 2,616 

敷金及び保証金 1,997 1,973 

その他 4,921 4,779 

貸倒引当金 △579 △570 

投資その他の資産合計 9,347 8,798 

固定資産合計 44,673 46,900 

資産合計 80,179 85,618 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 
(2019年9月30日) 

当第2四半期連結会計期間 
(2020年3月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,082 918 

短期借入金 3,018 3,918 

1年内返済予定の長期借入金 2,822 2,958 

コマーシャル・ペーパー 2,000 4,000 

未払法人税等 647 424 

賞与引当金 2,677 2,071 

受注損失引当金 561 612 

その他 9,935 11,975 

流動負債合計 22,743 26,878 

固定負債    

長期借入金 11,356 12,050 

退職給付に係る負債 8,721 9,077 

その他 4,364 3,722 

固定負債合計 24,441 24,850 

負債合計 47,185 51,729 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,087 3,087 

資本剰余金 6,102 6,100 

利益剰余金 14,121 15,119 

自己株式 △1,578 △1,551 

株主資本合計 21,733 22,756 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 613 358 

為替換算調整勘定 △35 △57 

退職給付に係る調整累計額 △52 △31 

その他の包括利益累計額合計 525 269 

非支配株主持分 10,735 10,863 

純資産合計 32,994 33,889 

負債純資産合計 80,179 85,618 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第2四半期連結累計期間 

(自 2018年10月1日 
 至 2019年3月31日) 

当第2四半期連結累計期間 
(自 2019年10月1日 
 至 2020年3月31日) 

売上高 36,633 38,958 

売上原価 28,240 30,782 

売上総利益 8,392 8,176 

販売費及び一般管理費 ※１ 5,513 ※１ 6,205 

営業利益 2,879 1,970 

営業外収益    

受取利息 2 2 

持分法による投資利益 - 421 

その他 48 68 

営業外収益合計 50 492 

営業外費用    

支払利息 56 57 

持分法による投資損失 108 - 

為替差損 77 13 

その他 25 23 

営業外費用合計 268 94 

経常利益 2,661 2,368 

特別利益    

固定資産売却益 6 5 

特別利益合計 6 5 

特別損失    

減損損失 ※２ 124 - 

固定資産除却損 50 47 

投資有価証券評価損 - 66 

特別損失合計 174 114 

税金等調整前四半期純利益 2,493 2,259 

法人税、住民税及び事業税 1,035 684 

法人税等調整額 107 △10 

法人税等合計 1,142 674 

四半期純利益 1,350 1,585 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△185 105 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,536 1,479 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第2四半期連結累計期間 

(自 2018年10月1日 
 至 2019年3月31日) 

当第2四半期連結累計期間 
(自 2019年10月1日 
 至 2020年3月31日) 

四半期純利益 1,350 1,585 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △583 △254 

為替換算調整勘定 △23 △16 

退職給付に係る調整額 39 38 

その他の包括利益合計 △567 △233 

四半期包括利益 783 1,351 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 977 1,223 

非支配株主に係る四半期包括利益 △194 127 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第2四半期連結累計期間 

(自 2018年10月1日 
 至 2019年3月31日) 

当第2四半期連結累計期間 
(自 2019年10月1日 
 至 2020年3月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 2,493 2,259 

減価償却費 1,728 1,993 

減損損失 124 - 

のれん償却額 140 148 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △7 

賞与引当金の増減額（△は減少） △546 △605 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △63 - 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 285 398 

受取利息及び受取配当金 △2 △2 

支払利息 56 57 

為替差損益（△は益） 68 7 

持分法による投資損益（△は益） 108 △421 

売上債権の増減額（△は増加） △836 △555 

たな卸資産の増減額（△は増加） 92 73 

仕入債務の増減額（△は減少） 102 △164 

未払費用の増減額（△は減少） △89 △131 

前受金の増減額（△は減少） 196 221 

その他 △578 △689 

小計 3,281 2,581 

利息及び配当金の受取額 14 2 

利息の支払額 △66 △56 

法人税等の支払額 △1,488 △960 

助成金の受取額 2 7 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,744 1,574 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

短期貸付金の純増減額（△は増加） - △90 

有形固定資産の取得による支出 △1,374 △2,244 

無形固定資産の取得による支出 △287 △203 

敷金及び保証金の差入による支出 △42 △361 

敷金及び保証金の回収による収入 30 385 

その他 △13 △6 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,687 △2,519 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 34 900 

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） 2,000 2,000 

長期借入れによる収入 2,000 2,250 

長期借入金の返済による支出 △2,604 △1,420 

リース債務の返済による支出 △70 △82 

配当金の支払額 △420 △490 

その他 △6 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー 931 3,156 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △28 △8 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 960 2,202 

現金及び現金同等物の期首残高 13,976 12,144 

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 - △14 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 14,937 ※ 14,332 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更 

該当事項はありません。

（2）持分法適用の範囲の重要な変更 

該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更）

（IFRS第16号「リース」の適用） 

国際財務報告基準（IFRS）を適用している在外子会社において、第1四半期連結会計期間より、国際財務報

告基準第16号「リース」（以下「IFRS第16号」という）を適用しております。 

IFRS第16号の適用により、リースの借手は、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負債とし

て計上することとしました。IFRS第16号の適用については、経過的な取扱いに従っております。 

なお、当第2四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微です。 

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

当社は、2012年11月7日付の取締役会決議に基づいて、当社従業員及び当社国内外グループ会社の役職員

（以下「従業員等」という。）の中長期インセンティブプランとして「株式給付信託（J-ESOP）」（以下

「本制度」という。）を導入しております。

（1）取引の概要 

本制度は、あらかじめ当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員等に対し当

社株式を給付する仕組みです。

当社グループは、従業員等の貢献度合いに応じてポイントを付与し、一定の要件を満たした時に累積

したポイントに相当する当社株式を給付します。給付する株式については、あらかじめ信託設定した金

銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

本制度の導入により、従業員等の勤労意欲や株価への関心が高まるほか、優秀な人材の確保にも寄与

することが期待されます。

（2）「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30

号 2015年3月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っておりま

す。 

（3）信託が保有する自社の株式に関する事項 

① 信託における帳簿価額 

前連結会計年度 190百万円、当第2四半期連結会計期間 190百万円 

② 当該自社の株式を株主資本において自己株式として計上しているか否か 

信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。 

③ 期末株式数及び期中平均株式数 

期末株式数   前連結会計年度     171千株、当第2四半期連結会計期間 171千株 

期中平均株式数 前第2四半期連結累計期間 171千株、当第2四半期連結累計期間 171千株 

④ ③の株式数を1株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めているか否か 

期末株式数及び期中平均株式数は、1株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりま

す。 
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（四半期連結貸借対照表関係）

1.当社は、事業資金の効率的な調達を行うため、取引銀行3行とコミットメントライン契約を締結しております。

当該契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2019年9月30日）
当第2四半期連結会計期間

（2020年3月31日）

コミットメントラインの総額 5,000百万円 5,000百万円 

借入実行残高 - -

差引借入未実行残高 5,000 5,000

なお、本契約には、連結貸借対照表の純資産の部の金額や連結損益計算書の営業損益及び経常損益より算出さ

れる一定の指標等を基準とする財務制限条項が付されております。

 

2.下記の関係会社の借入金等に対し、債務保証を行っております。 

 
前連結会計年度

（2019年9月30日）
当第2四半期連結会計期間

（2020年3月31日）

シミックJSRバイオロジックス㈱ 1,385百万円 441百万円 

なお、上記の債務保証は、複数の連帯保証人のいる連帯保証によるものであり、連帯保証人の支払能力が十分

であること及び自己の負担割合が明記されていることから、当社の負担となる額を記載しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※1 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第2四半期連結累計期間 

（自 2018年10月1日 
  至 2019年3月31日） 

 当第2四半期連結累計期間 
（自 2019年10月1日 

  至 2020年3月31日） 

給与手当 1,858百万円 2,020百万円 

賞与及び賞与引当金繰入額 449 428 

退職給付費用 91 108 

研究開発費 111 160 

貸倒引当金繰入額 0 - 

 

      ※2 減損損失 

 前第2四半期連結累計期間（自 2018年10月1日 至 2019年3月31日） 

        当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。 

会社名 用途 場所 種類 
減損損失 
（百万円） 

シミック㈱ 事業用資産 東京都港区 
投資その他の資産 

（長期前払費用） 
124 

当社グループは、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資産のグルーピングを行ってお

ります。 

前第2四半期連結累計期間において、投資その他の資産(長期前払費用)の使用範囲の見直しの意思決定がなされた

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は使用価値により算定しております。 

 

 当第2四半期連結累計期間（自 2019年10月1日 至 2020年3月31日） 

該当事項はありません。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第2四半期連結累計期間
（自 2018年10月1日
至 2019年3月31日）

当第2四半期連結累計期間
（自 2019年10月1日
至 2020年3月31日）

現金及び預金勘定 14,939百万円 14,334百万円

預入期間が3か月を超える定期預金 △1 △1

現金及び現金同等物 14,937 14,332

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第2四半期連結累計期間（自 2018年10月1日 至 2019年3月31日）

1. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年11月14日

取締役会
普通株式 421 22.50 2018年9月30日 2018年11月30日 利益剰余金

(注) 配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）に対する配当金3百万円が含まれております。

 

(2) 基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間

末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年4月26日

取締役会
普通株式 93 5.00 2019年3月31日 2019年6月14日 利益剰余金

(注) 配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）に対する配当金0百万円が含まれております。

 

2. 株主資本の著しい変動に関する事項 

  該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第2四半期連結累計期間（自 2019年10月1日 至 2020年3月31日）

1. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月13日

取締役会
普通株式 492 27.00 2019年9月30日 2019年11月29日 利益剰余金

(注) 配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）に対する配当金4百万円が含まれております。

 

(2) 基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間

末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年5月1日

取締役会
普通株式 91 5.00 2020年3月31日 2020年6月15日 利益剰余金

(注) 配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）に対する配当金0百万円が含まれております。

 

2. 株主資本の著しい変動に関する事項 

  該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第2四半期連結累計期間（自 2018年10月1日 至 2019年3月31日） 

1. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）1 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）2 

  CRO事業 CDMO事業 CSO事業 
ヘルスケア 

事業 
IPM事業 計 

売上高                

外部顧客への売上高 18,696 7,692 3,700 4,663 1,881 36,633 - 36,633 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
101 32 1 240 - 375 △375 - 

計 18,797 7,724 3,701 4,903 1,881 37,009 △375 36,633 

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
4,143 △147 △33 579 △108 4,433 △1,553 2,879 

(注) 1. セグメント利益又はセグメント損失の調整額△1,553百万円には、セグメント間取引消去等△2百万円、

各報告セグメントへ配分していない全社費用△1,551百万円が含まれております。全社費用の主なもの

は、当社（持株会社）に係る費用であります。

2. セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

2. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
四半期連結 
損益計算書 

計上額   CRO事業 CDMO事業 CSO事業 
ヘルスケア 

事業 
IPM事業 計 

 減損損失 124 - - - - 124 - 124

 

Ⅱ 当第2四半期連結累計期間（自 2019年10月1日 至 2020年3月31日） 

1. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）1 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）2 

  CRO事業 CDMO事業 CSO事業 
ヘルスケア 

事業 
IPM事業 計 

売上高                

外部顧客への売上高 17,774 10,297 4,313 4,660 1,912 38,958 - 38,958 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
124 28 - 231 - 384 △384 - 

計 17,898 10,325 4,313 4,892 1,912 39,342 △384 38,958 

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
2,930 147 437 262 67 3,846 △1,875 1,970 

(注) 1. セグメント利益又はセグメント損失の調整額△1,875百万円には、セグメント間取引消去等2百万円、各

報告セグメントへ配分していない全社費用△1,877百万円が含まれております。全社費用の主なもの

は、当社（持株会社）に係る費用であります。

2. セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

2. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

3. 報告セグメントの変更等に関する事項 

第1四半期連結会計期間より、シミックキャリア㈱は、事業領域の変化に伴いCRO事業からヘルスケア事

業に報告セグメントの区分を変更しております。 

なお、前第2四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分のものに組み替え

て算出しております。
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（1株当たり情報）

1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第2四半期連結累計期間
（自 2018年10月1日
至 2019年3月31日）

当第2四半期連結累計期間
（自 2019年10月1日
至 2020年3月31日）

1株当たり四半期純利益 82円72銭 81円86銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
1,536 1,479

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
1,536 1,479

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,572 18,078

(注) 1. 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2. 当社は、株式給付信託（J-ESOP）を導入しており、当該株式給付信託が所有する当社株式については、四半期

連結財務諸表において自己株式として計上しております。1株当たり四半期純利益の算定における「普通株式の

期中平均株式数」については、当該株式数を自己株式に含めております。1株当たり四半期純利益の算定上控除

した当該自己株式の期中平均株式数は、前第2四半期連結累計期間171千株、当第2四半期連結累計期間171千株

であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

2【その他】

2020年5月1日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

（イ）配当金の総額  ・・・・・・・・・・・・・・91百万円

（ロ）1株当たりの金額 ・・・・・・・・・・・・・ 5円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 ・・・2020年6月15日

（注）1. 2020年3月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

2. 配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）に対する配当金0百万円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年5月12日

シミックホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 
EY新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 志 村 さ や か  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 北 本 佳 永 子  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシミックホールデ

ィングス株式会社の2019年10月1日から2020年9月30日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2020年1月1日から

2020年3月31日まで）及び第2四半期連結累計期間（2019年10月1日から2020年3月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シミックホールディングス株式会社及び連結子会社の2020年3月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

 2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


